
T i m e  S c h e d u l e

講義

討議

討議16：30 -

入所

課題演習

15：00 - 

オリエンテーション・開講式

13：15 - 14：45

5
月

13
日
／
月

5
月

14
日
／
火

9：00 - 12：00

自治体法務の基礎

徳島県小松島市法務監、弁護士

中村　健人  氏

17：00 - 17：45

課題演習

13：00 - 17：00

法制執務の基礎

法の体系、条例・規則に係る基本的な

事項、地方公共団体の法務事務におい

て留意すべき点等に関する講義を通

じ、自治体法務の基礎について学びま

す。

演習班に分かれて、講師から出題され

た課題について、グループ討議を行い

ます。

法令の形式と構成、法令文の表現、法

令の一部改正等に関する講義及び演習

を通じ、法制執務の基礎について学び

ます。

行政法その他法に関する基礎的知識、基本的な立法技術等に関する講義、条例の
改正演習等により、基礎的な法務能力を身に付けます。

なお、研修受講の前提となる基本的知識の習得を目的として、ｅラーニングによる
事前学習を行います。

この研修は、申込期限までに定期人事異動の関係で受講者を確定できない場合でも
お申込いただけます。

日程 令和6年5月13日(月)～5月17日(金) (5日間)

対象
市区町村職員　中堅職員以上

定員 70名

経費 8,800円（食費を除きます。また、教材用図書費が別に必要となる場合があります。）　

申込期限 令和6年4月9日(火)

場所
市町村職員中央研修所（市町村アカデミー）
千葉市美浜区浜田１丁目１番地

法令実務Ａ（基礎）①

※法務事務（条例又は規則の改正事務等）について実務経験が１年未満の
職員を対象とします。

講義・演習

令和6年度 専門実務課程

市町村職員中央研修所研修部

TEL 043-276-3126 URL h t tps ://www . jamp .g r . j p

♧♧♧♧♧申込み・問合せ先

申込方法 ※当研修所ホームページの「募集中の研修」より申込みを希望する科目を選択し、
｢電子申込み｣で申し込んでください。

※FAXによる申込みは、令和6年度から廃止しました。
※受講者が未定な場合でも、申込み可能です。

研修のご案内は「JAMP Newsletter」でも配信しています。 （https://www.jamp.gr.jp/issue/mailmagagin/）JAMP Newsletter 検　索☞登録はこちら

※記載内容は、都合により変更となることがありますので、あらかじめ御了承ください。

株式会社ぎょうせい
法令コンテンツ事業推進部法令編集課長兼
法令例規事業部法制ソフト課担当課長

松尾　弘子  氏



講義

T i m e  S c h e d u l e

M E M O

9：00 - 12：00

課題演習

13：00 - 17：45

課題演習

9：00 - 12：00

地方分権と条例

地方分権改革に伴う自治体の条例制

定権の変化等を概観した上で、今後

の自治体法務の在り方を展望しま

す。                                                  

講師から出題された課題について、

班ごとに討議結果を発表し、講師に

よる講評等を受けます。

12：10 -

修了式

横浜国立大学大学院国際社会科学府教授

板垣　勝彦  氏

横浜国立大学大学院国際社会科学府教授

板垣　勝彦  氏

武庫川女子大学経営学部教授

金﨑　健太郎  氏

討議

発表・講評

講義

討議

討議

9：00 - 14：10

行政法の基礎

法律による行政の原理、行政法の一般

原則、行政行為、行政救済法等に関す

る講義及び演習を通じ、行政法の基礎

について学びます。

14：25 - 17：00

課題演習

17：00 - 17：45

課題演習

横浜国立大学大学院国際社会科学府教授

板垣　勝彦  氏

横浜国立大学大学院国際社会科学府教授

板垣　勝彦 氏

株式会社ぎょうせい
法令コンテンツ事業推進部法令編集課長兼
法令例規事業部法制ソフト課担当課長

松尾　弘子  氏

株式会社ぎょうせい
法令コンテンツ事業推進部法令編集課長兼
法令例規事業部法制ソフト課担当課長

松尾　弘子  氏

5
月

15
日
／
水

5
月

16
日
／
木

5
月

17
日
／
金



T i m e  S c h e d u l e

講義

講義

講義

討議

討議16：30 -

入所

課題演習

15：00 - 

オリエンテーション・開講式

13：15 - 14：45

5
月

13
日
／
月

5
月

14
日
／
火

9：00 - 10：35

人権行政の現状と今後の展開
法務省人権擁護局人権啓発課

法政大学法学部法律学科教授

金子　匡良  氏

京都大学大学院法学研究科教授

曽我部　真裕  氏

14：25 - 17：00

インターネット上の人権

17：00 - 17：45

課題演習

10：50 - 14：10

人権擁護のために地方自治体に
求められる役割

人権行政を取り巻く情勢や課題ととも

に今後の施策推進の方向性等について

学びます。

数人の演習班に分かれ、自主的なグ

ループ討議を行います。

総論的位置付けの課目として、様々な

人権課題と、人権を擁護するにあた

り、地方自治体に求められている役割

等について学びます。

近年、重大な社会問題となっているイ

ンターネット上の表現行為をめぐる人

権侵害についての現状や課題、自治体

に求められる対応や支援の在り方等に

ついて学びます。

人権行政を取り巻く情勢や課題と動向、近年、重大な社会問題となっているインター
ネット上の人権、男女共同参画、多文化共生、同和問題、LGBT等、多様性を認め合う
共生社会の推進に関する講義、演習等により、人権を尊重した地域社会の形成のため
に、自治体に求められている役割等について学ぶ。

この研修は、申込期限までに定期人事異動の関係で受講者を確定できない場合でも
お申込いただけます。

日程 令和6年5月13日(月)～5月17日(金) (5日間)

対象 市区町村職員　中堅職員以上

定員 40名

経費 8,800円（食費を除きます。また、教材用図書費が別に必要となる場合があります。）　

申込期限 令和6年4月9日(火)

場所
市町村職員中央研修所（市町村アカデミー）
千葉市美浜区浜田１丁目１番地

人権を尊重した地域社会の形成

令和6年度 専門実務課程

市町村職員中央研修所研修部

TEL 043-276-3126 URL h t tps ://www . jamp .g r . j p

♧♧♧♧♧申込み・問合せ先

申込方法 ※当研修所ホームページの「募集中の研修」より申込みを希望する科目を選択し、
｢電子申込み｣で申し込んでください。

※FAXによる申込みは、令和6年度から廃止しました。
※受講者が未定な場合でも、申込み可能です。

研修のご案内は「JAMP Newsletter」でも配信しています。 （https://www.jamp.gr.jp/issue/mailmagagin/）JAMP Newsletter 検　索☞登録はこちら

※記載内容は、都合により変更となることがありますので、あらかじめ御了承ください。



T i m e  S c h e d u l e

M E M O

9：00 - 12：00

外国人と人権
～多文化共生社会の実現を目指して～

13：00 - 15：35

自治体におけるLGBTへの取り組み

9：00 - 12：00

課題演習

演習班ごとに討議した成果を全員の

前で発表し、質疑応答や意見交換を

行います。その後、講師による講評

を行います。

性的指向や性自認に基づく差別のな

い生きやすい社会にするためにLGBT

を始めとした性的少数者に対する理

解を深め、自治体に求められる役割

や取り組みについて学びます。

国籍や民族など異なる人々が互いの

文化的違いを認め合い、対等な関係

を築こうとしながら地域社会の構成

員として共に生きていくという、多

文化共生が実現した社会を目指すた

めに地方自治体が果たすべき役割等

について学びます。

12：10 -

修了式

ＮＰＯ法人青少年自立援助センター

定住外国人子弟支援事業部責任者

田中　宝紀  氏

認定ＮＰＯ法人虹色ダイバーシティ

鈴木　雄大  氏

法政大学法学部法律学科教授

金子　匡良  氏

講義

講義

講義

講義

講義

討議

討議

9：00 - 12：00

男女共同参画における現状と課題
性別に関わりなく、その個性と能力を

十分に発揮できる男女共同参画社会の

実現にあたり、その現状と課題、進む

べき方向性等について学びます。

人権のとらえかたや伝えかたに関する

学びを通じて、行政職員として知って

おくべき人権への配慮についての意識

を向上させます。

同和問題の歴史と現状、部落差別解消

推進法制定を踏まえつつ、今後の展望

について学びます。

13：00 - 14：30

人権のとらえかた伝えかた

14：45 - 16：15

同和問題と人権

16：30 - 17：45

課題演習

15：50 - 17：45

課題演習

独立行政法人国立女性教育会館理事長

萩原　なつ子  氏

京都産業大学文化学部京都文化学科教授

灘本　昌久  氏

株式会社電通クリエーティブ・ディレクター、

コピーライター

玉山　貴康  氏

5
月

15
日
／
水

5
月

16
日
／
木

5
月

17
日
／
金

発表・講評



T i m e  S c h e d u l e

講義

講義

講義

討議

討議

16：30 -

入所

課題演習

15：00 - 

オリエンテーション・開講式

13：15 - 14：45

5
月

13
日
／
月

5
月

14
日
／
火

9：00 - 10：35

空き家対策施策の推進について

国土交通省住宅局住宅総合整備課住環境整備室

日本大学経済学部教授

中川　雅之  氏

横浜市立大学国際教養学部教授

齊藤　広子  氏

14：25 - 17：00

「空き家予備軍」への対策

17：00 - 17：45

課題演習

10：50 - 14：10

空き家問題の背景と対応

空き家対策の推進に向けた国の施策や

動向について学びます。

空き家問題の構造や背景等を様々な研

究領域から多面的に分析するととも

に、今後の対策等について学びます。

空き家の発生を事前に防ぐ、効果的な

予防措置や対策について学びます。

空き家問題を巡る背景や国の動向、空家対策特別措置法、予防対策、先進取組事
例等に関する講義、演習等により、空き家問題を様々な視点から学び、その対策を効
果的に推進していく上で必要な専門的知識の習得と実務遂行能力の向上を目指しま
す。

この研修は、申込期限までに定期人事異動の関係で受講者を確定できない場合でも
お申込いただけます。

日程 令和6年5月13日(月)～5月17日(金) (5日間)

対象 市区町村職員　中堅職員以上

定員 40名

経費 8,800円（食費を除きます。また、教材用図書費が別に必要となる場合があります。）　

申込期限 令和6年4月9日(火)

場所
市町村職員中央研修所（市町村アカデミー）
千葉市美浜区浜田１丁目１番地

空き家対策の推進
令和6年度 専門実務課程

市町村職員中央研修所研修部

TEL 043-276-3126 URL h t tps ://www . jamp .g r . j p

♧♧♧♧♧申込み・問合せ先

申込方法 ※当研修所ホームページの「募集中の研修」より申込みを希望する科目を選択し、
｢電子申込み｣で申し込んでください。

※FAXによる申込みは、令和6年度から廃止しました。
※受講者が未定な場合でも、申込み可能です。

研修のご案内は「JAMP Newsletter」でも配信しています。 （https://www.jamp.gr.jp/issue/mailmagagin/）JAMP Newsletter 検　索☞登録はこちら

※記載内容は、都合により変更となることがありますので、あらかじめ御了承ください。

1班当たり数人の演習班に分かれ、所

定の課題演習テーマについて、グルー

プ討議を行います。



T i m e  S c h e d u l e

M E M O

9：00 - 12：00

空き家等の適正管理のための手続き

13：00 - 15：35

空き家等を有効活用した
地域コミュニティ醸成のための
まちづくり

9：00 - 12：00

課題演習

演習班ごとに討議結果を全員の前で

発表し、質疑応答や意見交換を行い

ます。その後、講師による講評を行

います。

わが国における人口減少、高齢化は

空きストックの増加だけでなく、希

薄な地域コミュニティを生み出すこ

とにもつながります。このような時

代であるからこそ、行政職員だから

こそできる、地域コミュニティの醸

成と空き家活用の手法について、

ハード・ソフトの両面における実践

例から学びます。

12：10 -

修了式

前川口市都市計画部住宅政策課課長補佐

松木　利史  氏

共立女子大学建築・デザイン学部

建築・デザイン学科

髙橋　大輔  氏

秋法律事務所弁護士

秋山　一弘  氏

講義

15：50 - 17：45

課題演習

討議

講義

講義

討議

9：00 - 14：10

空家対策特別措置法解説

自治体が空き家対策を推進していく上

で、根拠法令となっている空家等対策

特別措置法の各条項について、その意

味や解釈、具体的な適用事例などにつ

いて学ぶとともに、関連する法令につ

いても知識を深めます。

14：25 - 15：35

事例紹介

15：50 - 17：45

課題演習

秋法律事務所弁護士

秋山　一弘  氏

茨城県ひたちなか市空家等対策推進室

5
月

15
日
／
水

5
月

16
日
／
木

5
月

17
日
／
金

自治体における、空家等対策特別措

置法・建築基準法等の運用や法令に

基づく具体的な対応事例について学

びます。

発表・講評

レクチャー＆フォーラム



T i m e  S c h e d u l e

講義

講義

講義

討議16：30 -

入所

課題演習

15：00 - 

オリエンテーション・開講式

13：15 - 14：45

5
月

20
日
／
月

5
月

21
日
／
火

9：00 - 12：00

自治体広報の課題と展望

有限会社ユニバーサルワークス代表取締役

清家　順  氏

麗澤大学教授

川上　和久  氏

16：15 - 17：45

課題演習

13：00 - 16：00

ソーシャルメディア活用法

総論課目として、行政の説明責任の重

要性を踏まえ、自治体広報の意義と課

題等を学びます。

Twitter、Facebookなどのソーシャ

ルメディア利用の留意点やメリット・

デメリットを正しく認識し、効果的な

活用方法について学びます。

数人の演習班に分かれ、自治体で直面

している政策課題をテーマとして、自

主的なグループ討議を行います。

自治体広報の課題、広報紙の企画及びデザイン・レイアウト、シティプロモーション、

写真撮影、ソーシャルメディアの活用等に関する講義、演習等により、広報の効果的な

実践に必要な専門的知識の習得と実務遂行能力の向上を目指します。

なお、研修受講をする際は、一眼レフカメラとスマートフォンを持参する必要があります。

この研修は、申込期限までに定期人事異動の関係で受講者を確定できない場合でも

お申込いただけます。

日程 令和6年5月20日(月)～5月28日(火) (9日間)

対象 市区町村職員　中堅職員以上

定員 50名

経費 14,000円（食費を除きます。また、教材用図書費が別に必要となる場合があります。）　

申込期限 令和6年4月9日(火)

場所
市町村職員中央研修所（市町村アカデミー）
千葉市美浜区浜田１丁目１番地

広報の効果的実践①
令和6年度 専門実務課程

市町村職員中央研修所研修部

TEL 043-276-3126 URL h t tps ://www . jamp .g r . j p

♧♧♧♧♧申込み・問合せ先

申込方法 ※当研修所ホームページの「募集中の研修」より申込みを希望する科目を選択し、
｢電子申込み｣で申し込んでください。

※FAXによる申込みは、令和6年度から廃止しました。
※受講者が未定な場合でも、申込み可能です。

研修のご案内は「JAMP Newsletter」でも配信しています。 （https://www.jamp.gr.jp/issue/mailmagagin/）JAMP Newsletter 検　索☞登録はこちら

※記載内容は、都合により変更となることがありますので、あらかじめ御了承ください。

※スマートフォンを
持参する必要があります。



T i m e  S c h e d u l e

17：00 - 17：45

課題演習

講義

発表・講評

5
月

24
日
／
金

5
月

23
日
／
木

9：00 - 12：00

伝え方
自治体から発信する情報の効果的な

「伝え方」について学びます。

新聞・テレビ等を通じて事業をPRす

るパブリシティについて学ぶととも

に、実践的なプレスリリースの作成

について学びます。

株式会社電通クリエーティブ・ディレクター、

コピーライター

玉山　貴康  氏

元毎日新聞社記者

山川　健  氏

5
月

27
日
／
月

9：00 - 10：25

事例紹介①　広報企画

5
月

28
日
／
火

9：00 - 12：00

課題演習

15：50 - 17：45

課題演習

演習班に分かれ、各自治体が抱える

課題等について討議を行った結果を

資料にまとめ発表します。その後、

質疑応答や講師からの講評を受けま

す。

自治体の取組み事例や実践に役立つ

具体的手法等を紹介します。

自治体の取組み事例や実践に役立つ

具体的手法等を紹介します。

映画・ドラマ・ＣＭなどのロケ地と

なった場合に、その機会を活用して

最大限のシティプロモーションを効

果的に行う手法を学びます。

12：10 -

修了式

麗澤大学教授

川上　和久  氏

ロケーションジャパン編集長、

ロケツーリズム専門家

山田　実希  氏

10：40 - 12：00

事例紹介②　広報動画

13：00 - 15：35

映画・ドラマを活用した
シティプロモーション

愛媛県宇和島市

静岡県袋井市
討議

討議

5
月

22
日
／
水

9：00 - 17：00

広報紙面改善等による
広報力の向上とシティプロモーション

各自治体の広報紙面の改善点を考える

こと等を通して、自治体の広報力を向

上させていく方策について学びます。

17：00 - 17：45

課題演習

16：15 - 17：45

課題演習

13：00 - 16：00

プレスリリース作成術

パブリシンク株式会社代表取締役

林　博司  氏

講義

講義

講義

講義・実習9：00 - 17：00

広報写真のポイント

広報写真の意義等について学ぶとと

もに、撮影技術の向上を図ります。

フォトグラファー

大崎　聡  氏

レクチャー＆フォーラム

レクチャー＆フォーラム

※一眼レフカメラを
持参する必要があります。

討議



T i m e  S c h e d u l e

講義

講義

討議

討議16：30 -

入所

課題演習

15：00 - 

オリエンテーション・開講式

13：15 - 14：45

5
月

20
日
／
月

5
月

21
日
／
火

9：00 - 12：00

個人情報保護法の基礎

個人情報保護委員会事務局

光和総合法律事務所弁護士

渡邊　涼介  氏

15：50 - 17：45

課題演習

13：00 - 15：35

個人情報保護法の解説（1）

個人情報保護制度・個人情報保護委員

会の沿革、令和2年、3年改正、個人

番号法、具体的な安全管理措置などに

ついて学びます。

数人の演習班に分かれ、各市町村が直

面する政策課題をテーマとして、自主

的なグループ討議を行います。

個人情報保護法を地方自治体に関連す

る条文を中心に確認していきます。

情報公開制度及び改正法が施行された個人情報保護制度の現状・課題等に関する
講義、演習等により、適正な行政情報の管理に必要な専門的知識の習得と実務遂行
能力の向上を目指します。

この研修は、申込期限までに定期人事異動の関係で受講者を確定できない場合でも
お申込いただけます。

日程 令和6年5月20日(月)～5月28日(火) (9日間)

対象 市区町村職員　中堅職員以上

定員 80名

経費 14,000円（食費を除きます。また、教材用図書費が別に必要となる場合があります。）　

申込期限 令和6年4月9日(火)

場所
市町村職員中央研修所（市町村アカデミー）
千葉市美浜区浜田１丁目１番地

情報公開と個人情報保護
令和6年度 専門実務課程

市町村職員中央研修所研修部

TEL 043-276-3126 URL h t tps ://www . jamp .g r . j p

♧♧♧♧♧申込み・問合せ先

申込方法 ※当研修所ホームページの「募集中の研修」より申込みを希望する科目を選択し、
｢電子申込み｣で申し込んでください。

※FAXによる申込みは、令和6年度から廃止しました。
※受講者が未定な場合でも、申込み可能です。

研修のご案内は「JAMP Newsletter」でも配信しています。 （https://www.jamp.gr.jp/issue/mailmagagin/）JAMP Newsletter 検　索☞登録はこちら

※記載内容は、都合により変更となることがありますので、あらかじめ御了承ください。



T i m e  S c h e d u l e

15：50 - 17：45

課題演習

討議

講義

講義

講義

発表・講評

5
月

24
日
／
金

5
月

23
日
／
木

9：00 - 15：35

情報公開制度の現状と課題

9：00 - 14：10

情報公開と個人情報保護の判例の動向

14：25 - 15：35

著作権の基礎知識

情報公開及び個人情報保護に関係す

る判例から、争点と司法判断の動向

を学ぶことを通して、自治体での条

例運用上の判断に活かします。

著作権法の体系に沿った著作権制度

の概要を理解し、著作物が自由に使

える場合などについて学びます。

情報公開制度の概要のほか、最近の

課題や今後の方向性について学びま

す。

西南学院大学法学部教授

石森　久広  氏

弁護士法人リバーシティ法律事務所弁護士

南部　朋子  氏

5
月

27
日
／
月

9：00 - 12：00

開示請求側から見た
自治体における情報公開

5
月

28
日
／
火

9：00 - 12：00

公文書管理のあり方
公文書管理法の内容を中心に、各自

治体の条例等を参照しながら、文書

管理上の諸課題を学びます。

開示請求者の側から見た自治体にお

ける情報公開の問題点や気を付ける

べき点について学びます。

各班の討議結果を、発表用レジュメ

を用いて、全員の前で順次発表し、

質疑応答や意見交換を行います。そ

の後、講師から講評をいただきま

す。

12：10 -

修了式

東洋大学法学部法律学科教授・副学長、

弁護士

早川　和宏  氏

13：00 - 17：45

課題演習

広島大学大学院

人間社会科学研究科教授・法学部教授

折橋　洋介  氏

特定非営利活動法人情報公開クリアリングハウス理事

奥津　茂樹  氏

討議

討議

5
月

22
日
／
水

9：00 - 12：00

自治体の個人情報保護と利活用

～地域における危機管理対策～

災害対策基本法と個人情報保護法制を

正確に理解し、個人情報の「保護」

と、災害対策における「共有」のあり

方について、事例を交えながら実践的

な政策手法を学びます。

個人情報保護法を地方自治体に関連す

る条文を中心に確認していきます。

17：00 - 17：45

課題演習

15：50 - 17：00

課題解決フォーラム

13：00 - 15：35

個人情報保護法の解説（2）

15：50 - 17：45

課題演習

銀座パートナーズ法律事務所弁護士・

博士（法学）・気象予報士

岡本　正  氏

光和総合法律事務所弁護士

渡邊　涼介  氏

講義

講義

講義

講義

意見交換

広島大学大学院

人間社会科学研究科教授・法学部教授

折橋　洋介  氏



T i m e  S c h e d u l e

講義

討議

講義・実習

16：30 -

入所

課題演習

15：00 - 

オリエンテーション・開講式

13：15 - 14：45

5
月

20
日
／
月

5
月

21
日
／
火

9：00 - 12：00

防災行政と市町村の責務

総務省消防庁国民保護・防災部防災課

岡山県倉敷市

総務省自治行政局公務員部公務員課応援派遣室

一般財団法人消防防災科学センター研究開発部
上席主任研究員

小松　幸夫  氏

15：50 - 17：00

事例紹介

17：00 - 17：45

課題演習

13：00 - 15：35

防災教育のための手法
～災害図上訓練（DIG）の
ノウハウと実践～ 

災害対策における市町村の役割、責務

その他防災行政全般について学びま

す。

演習班に分かれて、災害対策や危機管

理に係る課題について、グループ討議

を行います。

災害図上訓練（ＤＩＧ）を通じて、地

域の災害危険性や警戒・初動時の対

応、日頃からの備え等の検討を体験し

ながら、災害に強いコミュニティづく

り、防災教育・人材育成の方法につい

て学びます。

自然災害の対応として、経過・教訓、

現在の取組状況等について講義いただ

き、災害対応や防災・減災対策の実務

上のポイント等を学びます。

風水害、地震等に備えた地域防災力の強化、災害応急体制の整備、タイムライン、
災害図上訓練等に関する講義、演習等により、災害に係る危機管理についての専門的
知識の習得と災害対応力等の向上を目指します。

この研修は、申込期限までに定期人事異動の関係で受講者を確定できない場合でも
お申込いただけます。

日程 令和6年5月20日(月)～5月28日(火) (9日間)

対象 市区町村職員　中堅職員以上

定員 70名

経費 14,000円（食費を除きます。また、教材用図書費が別に必要となる場合があります。）　

申込期限 令和6年4月9日(火)

場所
市町村職員中央研修所（市町村アカデミー）
千葉市美浜区浜田１丁目１番地

災害に強い地域づくりと危機管理①

令和6年度 専門実務課程

市町村職員中央研修所研修部

TEL 043-276-3126 URL h t tps ://www . jamp .g r . j p

♧♧♧♧♧申込み・問合せ先

申込方法 ※当研修所ホームページの「募集中の研修」より申込みを希望する科目を選択し、
｢電子申込み｣で申し込んでください。

※FAXによる申込みは、令和6年度から廃止しました。
※受講者が未定な場合でも、申込み可能です。

研修のご案内は「JAMP Newsletter」でも配信しています。 （https://www.jamp.gr.jp/issue/mailmagagin/）JAMP Newsletter 検　索☞登録はこちら

※記載内容は、都合により変更となることがありますので、あらかじめ御了承ください。

レクチャー＆フォーラム

討議



T i m e  S c h e d u l e

15：50 - 17：45

課題演習

討議

講義

講義・実習

5
月

24
日
／
金

5
月

23
日
／
木

9：00 - 12：00

事例紹介

9：00 - 12：00

災害支援物資配給の課題と対策

13：00 - 15：35

防災力の向上と自治体の危機管理

災害時における物資集積拠点の確

保、支援物資の管理、輸送等におけ

る民間事業者との連携の確保等の必

要な対策について学びます。

高齢化進展・コミュニティの衰退等

を踏まえた、個別避難計画や地区防

災計画等の新たな地域防災力向上対

策を学びます。

自然災害の対応として、経過・教

訓、現在の取組状況等について講義

いただき、災害対応や防災・減災対

策の実務上のポイント等を学びま

す。

安全配慮義務の観点からみる業務継

続計画のポイント、災害救助法の徹

底活用、被災者の生活再建に役立つ

法制度知識等について学びます。

三重県いなべ市総務部防災課課長補佐

大月　浩靖  氏

銀座パートナーズ法律事務所弁護士・

博士（法学）・気象予報士

岡本　正  氏

国立研究開発法人防災科学技術研究所

災害過程研究部門主幹研究員

宇田川　真之  氏

5
月

27
日
／
月

9：00 - 12：00

国民保護に係る市町村の対応

5
月

28
日
／
火

9：00 - 12：00

課題演習
各班の討議結果を全員の前で発表

し、質疑応答や意見交換を行いま

す。その後、講師による講評等を行

います。

国民保護制度の概要、市町村が果た

すべき役割や必要な対応等について

学びます。

災害対応等に係る現状・課題や対策

について、グループに分かれて意見

交換を行い、課題解決能力やコミュ

ニケーション能力の向上を目指しま

す。

12：10 -

修了式

一般財団法人消防防災科学センター

研究開発部上席主任研究員

小松　幸夫  氏

13：00 - 15：35

課題解決フォーラム

15：50 - 17：45

課題演習

国士舘大学防災・救急救助総合研究所准教授

中林　啓修  氏

跡見学園女子大学観光コミュニティ学部教授

鍵屋　一  氏

討議

5
月

22
日
／
水

9：00 - 14：10

タイムラインと防災

タイムラインの意義、その作成方法、

活用方法等について学ぶとともに、タ

イムラインの作成等についての実習を

行います。

災害応急体制の整備において要となる

災害対策本部の設置、情報収集等災害

対策本部運営上の留意点等について学

びます。

17：00 - 17：45

課題演習

討議17：00 - 17：45

課題演習

14：25 - 17：00

災害応急体制の整備

13：00 - 17：00

災害復興法学のすすめ
～業務継続・災害救助法活用・
被災者支援の法務実務～

東京大学大学院情報学環

総合防災情報研究センター客員教授

松尾　一郎  氏

一般財団法人消防防災科学センター

研究開発部審議役

黒田　洋司  氏

講義

講義・実習

講義・実習

レクチャー＆フォーラム

講義・実習

意見交換

討議

発表・講評

講義



T i m e  S c h e d u l e

講義

講義

講義

討議

討議

総務省自治行政局市町村課行政経営支援室

デジタル庁

16：30 -

入所

課題演習

15：00 - 

オリエンテーション・開講式

13：15 - 14：45

6
月

3
日
／
月

6
月

4
日
／
火

9：00 - 10：35

住民視点の窓口サービスの実現

15：50 - 17：45

課題演習

10：50 - 12：00

自 治 体 窓 口 Ｄ Ｘ
（書かないワンストップ窓口）の取組

13：00 - 15：35

戸籍の実務

今後の人口減少と高齢化時代に向け、

業務範囲の見直しや省力化が必要とな

ります。その中で住民ニーズに対応で

きる窓口サービスのあり方と自治体の

改善実例等について学びます。

数人の演習班に分かれ、各市町村が直

面する政策課題をテーマとして、自主

的なグループ討議を行います。

業務改革、システム活用を組み合わせ

た窓口DXの取組方、窓口BPRアドバ

イザー派遣事業と先行事例等について

学びます。

戸籍の事務処理の流れや渉外戸籍事

務、その他出生・縁組・婚姻等につい

て学びます。

住民行政事務（住民基本台帳事務、戸籍事務、印鑑登録事務等）に関する講義、

演習等により、住民行政事務に必要な専門的知識の習得と実務遂行能力の向上を目

指します。
この研修は、申込期限までに定期人事異動の関係で受講者を確定できない場合でも

お申込いただけます。

日程 令和6年6月3日(月)～6月7日(金) (5日間)

対象 市区町村職員　中堅職員以上

定員 60名

経費 8,800円（食費を除きます。また、教材用図書費が別に必要となる場合があります。）　

申込期限 令和6年4月9日(火)

場所
市町村職員中央研修所（市町村アカデミー）
千葉市美浜区浜田１丁目１番地

住民行政事務能力の向上

令和6年度 専門実務課程

市町村職員中央研修所研修部

TEL 043-276-3126 URL h t tps ://www . jamp .g r . j p

♧♧♧♧♧申込み・問合せ先

申込方法 ※当研修所ホームページの「募集中の研修」より申込みを希望する科目を選択し、
｢電子申込み｣で申し込んでください。

※FAXによる申込みは、令和6年度から廃止しました。
※受講者が未定な場合でも、申込み可能です。

研修のご案内は「JAMP Newsletter」でも配信しています。 （https://www.jamp.gr.jp/issue/mailmagagin/）JAMP Newsletter 検　索☞登録はこちら

※記載内容は、都合により変更となることがありますので、あらかじめ御了承ください。



T i m e  S c h e d u l e

株式会社キューブルーツ代表取締役・主席講師

津田　卓也  氏

発表・講評

M E M O

9：00 - 14：10

住民サービスの向上とクレーム対応

14：25 - 15：35

事例紹介（レクチャー＆フォーラム）

15：50 - 17：45

課題演習

9：00 - 12：00

課題演習

各演習班の討議結果を資料にまとめて

発表し、講師から講評をいただきま

す。

窓口サービス向上とクレーム対応の

重要性、クレームの種類や対応手順

等を学びます。

職場での実践のヒントを得るため、

先進的な事例を学びます。　

12：10 -

修了式

討議

12：00 - 14：10

印鑑登録の実務

討議14：25 - 15：35

課題解決フォーラム

討議15：50 - 17：45

課題演習

9：00 - 12：00

住基の実務

6
月

5
日
／
水

6
月

6
日
／
木

6
月

7
日
／
金

住民基本台帳の全体概要や関連法規

のほか、住民票請求、住民異動届、

マイナンバー、ＤＶ等支援措置、外

国人の住民登録など、個別の実務に

ついて学びます。

印鑑登録証明事務の意義と印鑑証明

の機能、印鑑登録及び印鑑証明に関

する実務上の留意点等について学び

ます。

各自治体の住民行政事務に係る現

状・課題や改善策について、グルー

プに分かれて意見交換を行い、課題

解決能力やコミュニケーション能力

の向上を目指します。

講義

講義

講義

講義・実習



T i m e  S c h e d u l e

講義

討議

討議16：30 - 

入所

課題演習

15：00 - 

オリエンテーション・開講式

13：15 - 14：45

6
月

3
日
／
月

6
月

4
日
／
火

9：00 - 12：00

地域保健と医療制度の現状と展望

15：50 - 17：45

課題演習

13：00 - 15：35

健康づくりのための行動変容を
可能にする指導

高齢化の進展など、地域保健を取り巻

く社会環境の変化や医療費と医療制度

の現状と動向、社会保障制度改革と地

域保健の展望などについて学びます。

生活習慣病の予防など、健康づくりの

ために自らの行動を変えていくことが

できるように、健康に対する関心の高

め方、支援・指導における留意点や情

報提供、具体的な実施方策等について

学びます。

地域保健と医療制度の現状と課題、住民の健康づくりの推進、地域保健と地域医療

の連携等に関する講義、演習等により、地域保健及び住民の健康増進についての専門

的知識の習得と実務遂行能力の向上を目指します。
この研修は、申込期限までに定期人事異動の関係で受講者を確定できない場合でも

お申込いただけます。

日程 令和6年6月3日(月)～6月7日(金) (5日間)

対象 市区町村職員　中堅職員以上

定員 40名

経費 8,800円（食費を除きます。また、教材用図書費が別に必要となる場合があります。）　

申込期限 令和6年4月9日(火)

場所
市町村職員中央研修所（市町村アカデミー）
千葉市美浜区浜田１丁目１番地

地域保健と住民の健康増進

講義・実習

令和6年度 専門実務課程

市町村職員中央研修所研修部

TEL 043-276-3126 URL h t tps ://www . jamp .g r . j p

♧♧♧♧♧申込み・問合せ先

申込方法 ※当研修所ホームページの「募集中の研修」より申込みを希望する科目を選択し、
｢電子申込み｣で申し込んでください。

※FAXによる申込みは、令和6年度から廃止しました。
※受講者が未定な場合でも、申込み可能です。

研修のご案内は「JAMP Newsletter」でも配信しています。 （https://www.jamp.gr.jp/issue/mailmagagin/）JAMP Newsletter 検　索☞登録はこちら

※記載内容は、都合により変更となることがありますので、あらかじめ御了承ください。

数人の演習班に分かれ、各市町村が直

面する政策課題をテーマとして、自主

的なグループ討議を行います。



講義

T i m e  S c h e d u l e

発表・講評・ふりかえり

M E M O

9：00 - 12：00

健康日本２１（第3次）推進のポイント

13：00 - 14：10

課題演習

14：25 - 17：45

課題演習

9：00 - 12：00

地域保健の実践
～計画的な健康づくりの進め方～

市町村では、地域の実情に応じた保健

指導、目標設定型の健康づくりを推進

していくことが求められています。ヘ

ルスプロモーションの概念を学び、マ

ネージャーとしての役割や期待される

能力などについて学びます。

健康増進法に基づく、健康日本21

（第二次）の健康寿命の延伸や各分

野の最終評価を踏まえた、次期健康

づくり運動「健康日本21（第3

次）」推進のポイントを学びます。

各班の討議結果を、全員の前で発表

用レジュメを用いて順次発表し、質

疑応答や意見交換を行います。その

後、講師から講評をいただきます。

12：10 -

修了式

討議

討議15：50 - 17：45

課題演習

9：00 - 15：35

効果的な保健指導のための技法の習得
～コーチング～

6
月

5
日
／
水

6
月

6
日
／
木

6
月

7
日
／
金

厚生労働省の「標準的な健診・保健

指導プログラム」において、「必要

とされる保健指導技法」に挙げられ

ているコーチングについて、行動変

容を効果的に支援する方法など、保

健指導の現場に即した講義及び実習

により習得します。

講義・実習

講義



T i m e  S c h e d u l e

講義

講義

討議

討議

高崎経済大学地域政策学部教授・

大学院地域政策研究科長

櫻井　常矢  氏

島根県雲南市政策企画部長（兼）

市民環境部脱炭素推進担当統括監

板持　周治  氏

16：30 -

入所

課題演習

15：00 - 

オリエンテーション・開講式

13：15 - 14：45

6
月

3
日
／
月

6
月

4
日
／
火

9：00 - 14：10

住民協働の意味と行政の役割

14：25 - 17：00

地域運営組織の形成と運営
～行政編～

17：00 - 17：45

課題演習

住民協働が必要とされる理由やその課

題、行政の役割などを各地の事例をも

とに解説しながら、住民協働の意味・

考え方について学びます。

数人の演習班に分かれ、自主的なグ

ループ討議を行います。

地域運営組織の形成期と運営期につい

て、行政側の視点から学びます。

住民協働の意義、行政とボランティア団体、ＮＰＯ、自治会等との連携及び合意形成

に係る手法、これらの組織の活動を支える仕組み等に関する講義、演習等により、地域

の課題が複雑化・多様化する中での住民協働による地域づくりについて学びます。
この研修は、申込期限までに定期人事異動の関係で受講者を確定できない場合でも

お申込いただけます。

日程 令和6年6月3日(月)～6月7日(金) (5日間)

対象 市区町村職員　中堅職員以上

定員 60名

経費 8,800円（食費を除きます。また、教材用図書費が別に必要となる場合があります。）　

申込期限 令和6年4月9日(火)

場所
市町村職員中央研修所（市町村アカデミー）
千葉市美浜区浜田１丁目１番地

住民協働による地域づくり

令和6年度 専門実務課程

市町村職員中央研修所研修部

TEL 043-276-3126 URL h t tps ://www . jamp .g r . j p

♧♧♧♧♧申込み・問合せ先

申込方法 ※当研修所ホームページの「募集中の研修」より申込みを希望する科目を選択し、
｢電子申込み｣で申し込んでください。

※FAXによる申込みは、令和6年度から廃止しました。
※受講者が未定な場合でも、申込み可能です。

研修のご案内は「JAMP Newsletter」でも配信しています。 （https://www.jamp.gr.jp/issue/mailmagagin/）JAMP Newsletter 検　索☞登録はこちら

※記載内容は、都合により変更となることがありますので、あらかじめ御了承ください。



T i m e  S c h e d u l e

千葉大学大学院社会科学研究院教授

関谷　昇  氏

ＮＰＯ法人都岐沙羅パートナーズセンター

理事・事務局長

斎藤　主税  氏

発表・講評

M E M O

9：00 - 12：00

地域づくりを担う人材

13：00 - 15：35

地域運営組織の形成と運営～地域編～

15：50 - 17：45

課題演習

9：00 - 12：00

課題演習

各班の討議結果を発表し、質疑応答や

意見交換を行います。その後、講師か

ら講評等をいただきます。

行政として、地域づくりの担い手

を、どのように見出し、どう育て、

どのように連携していくのかという

「人材育成」について、光を当て学

びます。

地域運営組織の形成期と運営期につ

いて、地域側の視点から学びます。

12：10 -

修了式

討議

13：00 - 15：35

住民主体のまちづくりを目指して
～岩手県矢巾町の事例をもとに～

討議15：50 - 17：45

課題演習

9：00 - 12：00

合意形成って何だろう？

6
月

5
日
／
水

6
月

6
日
／
木

6
月

7
日
／
金

地域づくりにおいて、なぜ「合意形

成」が鍵になるのか、また、「合意

形成」とは、そもそもどういったプ

ロセスなのかについて、理論的かつ

事例を交えて学びます。また、合意

形成プロセスをシュミレートするグ

ループワークを行います。

住民との合意形成を図った自治体事

例を学びます。

講義

講義

講義

高崎経済大学地域政策学部教授・

大学院地域政策研究科長

櫻井　常矢  氏

北海道大学大学院文学研究院教授

宮内　泰介  氏

岩手県矢巾町政策推進監兼未来戦略課長、

岩手県立大学客員准教授

吉岡　律司  氏

講義・演習



T i m e  S c h e d u l e

講義

講義

討議16：30 -

入所

課題演習

15：00 - 

オリエンテーション・開講式

13：15 - 14：45

6
月

10
日
／
月

6
月

11
日
／
火

9：00 - 14：10

入札契約制度の動向

愛知大学地域政策学部教授

斉藤　徹史  氏

兵庫県明石市法務監理官、弁護士

荻野　泰三  氏

14：25 - 17：45

自治体契約と民法

入札契約制度の理念、自治体の現状、

制度上の課題、今後の方向性について

学びます。

数人の演習班に分かれ、自治体で直面

している課題をテーマとして、自主的

なグループ討議を行います。

自治体の契約実務に関わる民法の関係

規定等について学びます。

地方自治法、民法等における契約に係る定め、契約書の作成に係る実務等に関する

講義、演習等により、契約実務における必要な専門的知識の習得と実務遂行能力の向

上を目指します。
この研修は、申込期限までに定期人事異動の関係で受講者を確定できない場合でも

お申込いただけます。

日程 令和6年6月10日(月)～6月14日(金) (5日間)

対象 市区町村職員　中堅職員以上

定員 50名

経費 8,800円（食費を除きます。また、教材用図書費が別に必要となる場合があります。）　

申込期限 令和6年4月9日(火)

場所
市町村職員中央研修所（市町村アカデミー）
千葉市美浜区浜田１丁目１番地

契 約 実 務
令和6年度 専門実務課程

市町村職員中央研修所研修部

TEL 043-276-3126 URL h t tps ://www . jamp .g r . j p

♧♧♧♧♧申込み・問合せ先

申込方法 ※当研修所ホームページの「募集中の研修」より申込みを希望する科目を選択し、
｢電子申込み｣で申し込んでください。

※FAXによる申込みは、令和6年度から廃止しました。
※受講者が未定な場合でも、申込み可能です。

研修のご案内は「JAMP Newsletter」でも配信しています。 （https://www.jamp.gr.jp/issue/mailmagagin/）JAMP Newsletter 検　索☞登録はこちら

※記載内容は、都合により変更となることがありますので、あらかじめ御了承ください。



T i m e  S c h e d u l e

M E M O

9：00 - 12：00

契約関係重要判例

13：00 - 15：35

建設業関係法令

9：00 - 12：00

課題演習
各班の討議結果を発表し、質疑応答

や意見交換を行います。その後、講

師から講評等をいただきます。

建設業法、公共工事の入札及び契約

の適正化の促進に関する法律などの

各種法令、コンプライアンスの重要

性等について学びます。

12：10 -

修了式

弁護士

川上　俊宏  氏

公益財団法人建設業適正取引推進機構事務局長

高芝　利顕  氏

愛知大学地域政策学部教授

斉藤　徹史  氏

講義

討議

9：00 - 14：10

契約書作成のポイント
契約書の要素、作成にあたって盛り込

むべき条項とその留意点等について学

びます。

地方公共団体の契約に関する判例につ

いての講義を通じて、契約事務におけ

る留意点について学びます。

14：25 - 17：45

課題演習

討議15：50 - 17：45

課題演習

弁護士

服部　誠  氏6
月

12
日
／
水

6
月

13
日
／
木

6
月

14
日
／
金

発表・講評

講義

講義



討議

講義

講義

16：30 -

入所

課題演習

15：00 - 

オリエンテーション・開講式
13：15 - 14：45

6
月

10
日
／
月

6
月

11
日
／
火

9：00 - 12：00

農村発のイノベーションを読み解く

法政大学現代福祉学部教授

図司　直也  氏

一般社団法人ドチャベンチャーズ理事

丑田　香澄   氏

13：00 - 14：10

事例紹介１
～「ＢＡＢＡＭＥ ＢＡＳＥ」を
起点とした地域産業振興～

法政大学現代福祉学部教授

図司　直也   氏

15：50 - 17：00

課題演習

千葉県いすみ市役所水産商工観光課班長

荘司　和則   氏

14：25 - 15：35

事例紹介２
～移住したい街７年連続Ｎｏ１
千葉県いすみ市のブランディング戦略～

地域を維持し、次の世代に継承していくために

は、地域での「しごとづくり」が不可欠です

が、行政が地域住民等と連携して、地域資源の

発掘・磨き上げと他分野との組み合わせを通じ

て高付加価値化を進める「農村発のイノベー

ション」が内発的に展開される地域が各地で見

られます。

本講義では、「農村発のイノベーション」が進

む地域を多面的に分析するとともに、そういっ

た地域で行政がどのような役割を果たしている

のかを解説し、受講生が自団体で行政の立場で

取り組むべきことを共に考えます。

翌日からのグループ討議を行う前段として、班

ごとに分かれ、互いの地域や産業の特色、地域

資源などを紹介し、受講生同士で交流を深めつ

つ、自らの地域の誇るべき点や直面する課題を

客観的に見つめ直します。

人口減少・高齢化が日本一進むとい言われる秋

田県。秋田市から30キロ離れた五城目町の廃校

を利用した「BABAME　BASE」には、行

政、移住者、地元住民の連携で、地域に根ざし

た土着ベンチャー企業が延べ30社以上が入居

し、起業家人材や子育て世帯のUIターンが増加

しました。

その秘密、知りたくないですか？

「何もないがあります」がキャッチコピーのい

すみ鉄道が走るいすみ市。何もないのに何故移

住したい街No.1なのか、何故そんな街を移住者

が目指してくるのか、何故小商いが盛んなの

か、何故メディアに取り上げられるのか、どこ

にそんな人材がいるのか、一体行政はどんなこ

とを仕掛けているのだろう。

その秘密、知りたくないですか？

班ごとに分かれ、それぞれの自治体の地域産業

の現場で直面する課題や自身が把握する地域産

業の振興に関する効果的な施策や事例について

意見交換し、互いの自治体の共通点や差異、悩

み等を共有することで自身の自治体の課題解決

の糸口を探ります。

17：00 - 17：45

課題演習

引き続き、班ごとに分かれ、それぞれの自治体

の地域産業の現場で直面する課題や自身が把握

する地域産業の振興に関する効果的な施策や事

例について意見交換し、互いの自治体の共通点

や差異、悩み等を共有することで自身の自治体

の課題解決の糸口を探ります。

地域産業を育成・振興することは行政の力だけでは困難です。

先進的な地域では、どのように人材や資源を発掘し、どのように活用して成果を上げ

ているのか、大学教授、地域のリーダー、自治体職員、起業家、メディア関係者、官僚、

元銀行員など様々な講師から多面的に講義いただくとともにバス移動を伴う実地研修も

実施し、地域産業の振興についての専門的な知識の習得と実務遂行能力の向上を目

指します。

この研修は、申込期限までに定期人事異動の関係で受講者を確定できない場合でも

お申込いただけます。

日程 令和6年6月10日(月)～6月14日(金) (5日間)

対象 市区町村職員　中堅職員以上

定員 60名

経費 8,800円（食費を除きます。また、教材用図書費が別に必要となる場合があります。）　

申込期限 令和6年4月9日(火)

場所
市町村職員中央研修所（市町村アカデミー）
千葉市美浜区浜田１丁目１番地

地 域 産 業 の 振 興
令和6年度 専門実務課程

市町村職員中央研修所研修部

TEL 043-276-3126 URL h t tps ://www . jamp .g r . j p

♧♧♧♧♧申込み・問合せ先

申込方法 ※当研修所ホームページの「募集中の研修」より申込みを希望する科目を選択し、
｢電子申込み｣で申し込んでください。

※FAXによる申込みは、令和6年度から廃止しました。
※受講者が未定な場合でも、申込み可能です。

※記載内容は、都合により変更となることがありますので、あらかじめ御了承ください。

討議

討議

研修のご案内は「JAMP Newsletter」でも配信しています。

JAMP Newsletter 検　索☞登録はこちら

（https://www.jamp.gr.jp/issue/mailmagagin/）

講義



T i m e  S c h e d u l e

M E M O

9：00 - 10：35

メディアから見た継業の現状と課題

10：50 - 12：00

13：00 - 14：10

地域経済産業政策の最新の動向

行政×マーケティング＝イノベーション？

9：00 - 12：00

課題演習

前日の課題演習で実施した班別討議の内容を各班

ごとに発表し、その内容について講師から講評を

いただきます。今回の研修での現地視察や講義、

班別討議、発表、そして講評を通じて、受講者自

身の「地域産業の振興」に関する能力だけではな

く、自治体政策全体の企画力、実行力の向上に繋

がることを目的としています。

地域産業の振興に取り組む経済産業省地域経済産

業グループから講師を招き、地域経済産業政策の

最新の動向について説明をいただくとともに、自

治体が地域産業の振興に取り組むうえで活用しや

すい制度や施策について講義をいただきます。

自治体職員にマーケティングなんか関係ないと

思っていませんか。少子高齢化、人口減少時代

に、地域活力の源泉である地域の稼ぐ力を高めて

いくにはどうしたらよいのでしょう。特産品開

発、観光、移住、ふるさと納税等、選ばれる自治

体には、マーケティング志向が不可欠です。地方

創生に不可欠なマーケティングについて、一緒に

考えてみましょう！

現地視察や講義内容を踏まえ、受講生が地域産

業・地域経済に係る課題・問題点を解決するた

め、自治体で取り組むべきことについて班別討議

を行い、政策立案能力やコミュニケーション能力

の向上を目指します。最終日に班別に発表を実施

し、講師から講評をいただきます。

12：10 - 修了式

雑誌ＴＵＲＮＳプロデューサー

堀口　正裕  氏

経済産業省地域経済産業グループ

地域企業高度化推進課長

市川　紀幸  氏

カジノ管理委員会事務局財務監督課長

前国土交通省半島振興室長

元愛媛県西条市副市長

出口　岳人  氏

14：25 - 15：35

大学とイオン環境財団の連携による
地域課題対応と人材育成

大学との域学連携や企業のCSR活動を活用する

ことで地域課題を解決している実例を踏まえ、な

ぜその自治体が大学や企業に選ばれたのか、なに

がポイントになったのかを講師から解説いただく

とともに、こういった連携が自治体職員のスキル

アップ向上に繋がり、ひいては地域を牽引する力

となることを講義いただきます。大学や企業との

上手なつき合い方についてもお示しいただきま

す。

早稲田大学環境総合研究センター上級研究員

AEON TOWAリサーチセンター副代表

地域活性学会域学連携部会長

岡田　久典  氏

法政大学現代福祉学部教授

図司　直也  氏

講義9：00 - 12：00

廃校・古民家等の地域のあるものを
活用しての地域産業との共生

地域産業の振興に取り組む上で、地域金融機関

との協力、連携は不可欠です。千葉県勝浦市を

訪問し、現在、勝浦市観光アドバイザーを務め

る前職銀行員の講師から、行政と金融機関が連

携するポイントをいただくとともに、地域力創

造アドバイザーの活用方法についてもアドバイ

ザーの立場から説明いただきます。

後継者が確保できず黒字でも倒産する地域産業

が増加することは、地域力の減退を招き、自治

体の基礎体力を奪っていきます。雑誌TURNSを

プロデュースする講師から全国の継業に関する

事例を紹介いただくとともに、継業に関して行

政に必要と思われる視点などについて講義いた

だきます。

13：00 - 17：45

金融機関と行政が連携した
地域産業振興・NIPPONIA SAWARAから
学ぶ地域マーケティング

討議15：50 - 17：45

課題演習

株式会社47PARTNERS代表

公益財団法人経済同友会幹事・

地域共創委員会副委員長

横尾　隆義  氏6
月

12
日
／
水

6
月

13
日
／
木

6
月

14
日
／
金

発表・講評

講義

講義

講義

講義

千葉県長南町の廃校だった「ちょうなん西小」

は、1日1組最大84名宿泊できる施設に生まれ

変わり、地域経済循環の拠点となってます。廃

校や刑務所跡地などの公共施設や地域の古民家

を活用し、全国で地域産業の活性化に取り組む

講師とともに、ちょうなん西小を実際に見学し

ながら、地域のあるものを活かした実例につい

て講義をしていただきます。

株式会社両総グランドサービス常務取締役

勝浦市観光アドバイザー

総務省地域力創造アドバイザー

根津　久一郎  氏

実地研修

講義 実地研修



T i m e  S c h e d u l e

講義

講義

討議

討議16：30 -

入所

課題演習

15：00 - 

オリエンテーション・開講式

13：15 - 14：45

6
月

17
日
／
月

6
月

18
日
／
火

9：00 - 10：10

デジタル社会の実現に係る国の動向

総務省自治行政局地域力創造グループ

地域情報化企画室

東海大学政治経済学部教授

小林　隆  氏

17：00 - 17：45

課題演習

10：25 - 14：10

行政デジタル化の意義と課題

合同会社ＫＵコンサルティング代表社員

髙橋　邦夫  氏

14：25 - 17：00

データ活用と情報セキュリティ

デジタル社会の実現に係る法制度や国

の取組み等について学びます。

デジタル社会形成の意義や行政デジタ

ル化の現状・課題、デジタル化に係る

体制整備・人材育成等について学びま

す。

データ活用の意義・必要性やオープン

データの推進、情報セキュリティ等に

ついて学びます。

世界や国内のＤＸの動向、ＤＸによる業務改革の必要性等を認識するとともに、業務
フローを書くことによって効率化すべき部分を見つける手法や、他団体の先進事例等を
学ぶことにより、各所管課（部署）が自律的にＤＸを進めていけるようになるための必要な
知識の習得を目指します。

この研修は、申込期限までに定期人事異動の関係で受講者を確定できない場合でも
お申込いただけます。

日程 令和6年6月17日(月)～6月21日(金) (5日間)

対象
市区町村職員　中堅職員以上

定員 50名

経費 8,800円（食費を除きます。また、教材用図書費が別に必要となる場合があります。）　

申込期限 令和6年4月9日(火)

場所
市町村職員中央研修所（市町村アカデミー）
千葉市美浜区浜田１丁目１番地

行政のデジタル化の推進
～所管課の業務改革（ＤＸ）～

※所管課で取り組む業務改革（ＤＸ）の進め方に関心のある方であれば
どなたでもご参加いただけます。

講義・演習

令和6年度 専門実務課程

市町村職員中央研修所研修部

TEL 043-276-3126 URL h t tps ://www . jamp .g r . j p

♧♧♧♧♧申込み・問合せ先

申込方法 ※当研修所ホームページの「募集中の研修」より申込みを希望する科目を選択し、
｢電子申込み｣で申し込んでください。

※FAXによる申込みは、令和6年度から廃止しました。
※受講者が未定な場合でも、申込み可能です。

研修のご案内は「JAMP Newsletter」でも配信しています。 （https://www.jamp.gr.jp/issue/mailmagagin/）JAMP Newsletter 検　索☞登録はこちら

※記載内容は、都合により変更となることがありますので、あらかじめ御了承ください。

数人の演習班に分かれ、各市町村が直

面する政策課題をテーマとして、自主

的なグループ討議を行います。



T i m e  S c h e d u l e

発表・講評

M E M O

9：00 - 12：00

業務改善ワークショップ

14：25 - 17：45

課題演習

9：00 - 12：00

課題演習
各班の討議結果を発表し、質疑応答

や意見交換を行います。その後、講

師から講評等をいただきます。

12：10 -

修了式

株式会社サン・プラニング・システムズ

鈴木　裕  氏

13：00 - 14：10

事例紹介
（デジタル化と住民サービス向上の取組み）

埼玉県吉川市庶務課情報管理担当

討議

討議

9：00 - 17：00

業務改善ワークショップ
業務フローを作成することにより効率

化すべき部分を見つけ、業務改善点と

ＤＸ導入の判断ポイントを学びます。

業務フローを作成することにより効率

化すべき部分を見つけ、業務改善点と

ＤＸ導入の判断ポイントを学びます。

デジタル化と住民サービス向上・地域

活性化に取り組んでいる事例について

学びます。

17：00 - 17：45

課題演習

株式会社サン・プラニング・システムズ

鈴木　裕  氏
6
月

19
日
／
水

6
月

20
日
／
木

6
月

21
日
／
金

東海大学政治経済学部教授

小林　隆  氏

講義

演習

講義・演習



T i m e  S c h e d u l e

講義

講義

講義

討議

討議16：30 -

入所

課題演習

15：00 - 

オリエンテーション・開講式

13：15 - 14：45

6
月

17
日
／
月

6
月

18
日
／
火

9：00 - 10：25

生活保護制度の現状と課題

厚生労働省社会・援護局保護課

厚生労働省社会・援護局地域福祉課

15：50 - 17：45

課題演習

10：40- 12：00

生活困窮者自立支援制度の現状と課題

弁護士、自治体支援弁護士プロジェクトチーム代表

瀧　康暢  氏

13：00 - 15：35

自立支援に配慮した
生活保護返還金の徴収実務

生活保護制度の基本的視点や保護基準

の考え方について学びます。

数人の演習班に分かれ、各市町村が直

面する政策課題をテーマとして、自主

的なグループ討議を行います。

生活困窮者自立支援制度等、我が国の

セーフティネットについて学びます。

生活保護返還金の債権管理・徴収等に

ついて学びます。

生活保護制度、生活困窮者自立支援制度、生活保護の実務のポイント、生活困窮

者の自立支援等に関する講義、演習等により、生活保護及び自立支援対策についての

専門的知識の習得と実務遂行能力の向上を目指します。

この研修は、申込期限までに定期人事異動の関係で受講者を確定できない場合でも

お申込いただけます。

日程 令和6年6月17日(月)～6月21日(金) (5日間)

対象 市区町村職員　中堅職員以上

定員 70名

経費 8,800円（食費を除きます。また、教材用図書費が別に必要となる場合があります。）　

申込期限 令和6年4月9日(火)

場所
市町村職員中央研修所（市町村アカデミー）
千葉市美浜区浜田１丁目１番地

生活保護と自立支援対策①

令和6年度 専門実務課程

市町村職員中央研修所研修部

TEL 043-276-3126 URL h t tps ://www . jamp .g r . j p

♧♧♧♧♧申込み・問合せ先

申込方法 ※当研修所ホームページの「募集中の研修」より申込みを希望する科目を選択し、
｢電子申込み｣で申し込んでください。

※FAXによる申込みは、令和6年度から廃止しました。
※受講者が未定な場合でも、申込み可能です。

研修のご案内は「JAMP Newsletter」でも配信しています。 （https://www.jamp.gr.jp/issue/mailmagagin/）JAMP Newsletter 検　索☞登録はこちら

※記載内容は、都合により変更となることがありますので、あらかじめ御了承ください。



T i m e  S c h e d u l e

発表・講評

発表・講評

M E M O
9：00 - 12：00

生活困窮者の自立支援と居場所、
孤独孤立について

14：25 - 17：45

課題演習

9：00 - 12：00

相談・支援のための
コミュニケーションのとり方と実践

被保護者や要支援者への対人援助・

支援の基本となるコミュニケーショ

ンの仕方について、ロールプレイン

グなどの実習を交えて学びます。

12：10 -

修了式

社会活動家、東京大学特任教授、

全国こども食堂支援センター・むすびえ理事長

湯浅　誠  氏

13：00 - 14：10

生活保護担当者に求められるもの

元広島市中区役所厚生部長

下手　忠  氏

元広島市中区役所厚生部長

下手　忠  氏

討議

9：00 - 15：35

生活保護実務のポイント

ケースワーカーのバイブル的文献であ

る『生活保護手帳』の詳細の解説等の

講義のほか、実務における受講生の疑

問・質問等に答える時間を設けます。

生活困窮者の現状・課題や生活困窮者

自立支援に係る市町村の役割等につい

て学びます。

生活保護行政担当者として、求められ

る役割やあり方等について学びます。

生活保護と自立支援対策に係る課題・

問題点を解決するための施策・取組み

について班別討議を行い、その成果を

発表するとともに、講師からの講評を

行うことにより、政策立案能力やコ

ミュニケーション能力の向上を図りま

す。

15：50 - 17：45

課題演習

東京都立大学名誉教授

岡部　卓  氏
6
月

19
日
／
水

6
月

20
日
／
木

6
月

21
日
／
金

人材育成トレーナー office KARARIE代表、

産業カウンセラー

唐澤　理恵  氏

講義

講義

講義



T i m e  S c h e d u l e

講義

討議

討議

16：30 -

入所

課題演習

15：00 - 

オリエンテーション・開講式

13：15 - 14：45

6
月

17
日
／
月

6
月

18
日
／
火

10：50 - 15：35

子育て支援と自治体の役割

15：50- 17：45

課題演習

関西大学人間健康学部教授

山縣　文治  氏

少子高齢化と地域社会の変容、子育て

支援に係る自治体の役割の変化、保育

に関する事項等について学びます。

9：00 - 10：35

子育て支援施策の動向

子ども家庭庁

子ども・子育て支援に関する制度の動

向等について学びます。

子育てをしやすい社会環境を形成するため、子育て支援における市町村や地域コ

ミュニティの役割、多様化する幼児教育・保育ニーズへの対応、子育て支援に関連する

諸課題等、市町村に求められている子育て支援について学びます。

この研修は、申込期限までに定期人事異動の関係で受講者を確定できない場合でも

お申込いただけます。

日程 令和6年6月17日(月)～6月21日(金) (5日間)

対象 市区町村職員　中堅職員以上

定員 60名

経費 8,800円（食費を除きます。また、教材用図書費が別に必要となる場合があります。）　

申込期限 令和6年4月9日(火)

場所
市町村職員中央研修所（市町村アカデミー）
千葉市美浜区浜田１丁目１番地

子 育 て 支 援 の 推 進

令和6年度 専門実務課程

市町村職員中央研修所研修部

TEL 043-276-3126 URL h t tps ://www . jamp .g r . j p

♧♧♧♧♧申込み・問合せ先

申込方法 ※当研修所ホームページの「募集中の研修」より申込みを希望する科目を選択し、
｢電子申込み｣で申し込んでください。

※FAXによる申込みは、令和6年度から廃止しました。
※受講者が未定な場合でも、申込み可能です。

研修のご案内は「JAMP Newsletter」でも配信しています。 （https://www.jamp.gr.jp/issue/mailmagagin/）JAMP Newsletter 検　索☞登録はこちら

※記載内容は、都合により変更となることがありますので、あらかじめ御了承ください。

講義・演習

1班当たり数人の演習班に分かれ、所

定の課題演習テーマについて、グルー

プ討議を行います。



T i m e  S c h e d u l e

発表・講評

M E M O

9：00 - 12：00

コミュニケーションによる保護者支援

14：25 - 17：45

課題演習

9：00 - 12：00

障がいのある子ども等への支援
障がいのある子どもやその家族等に

対する支援の基本的考え方や具体的

な方策等について学びます。

12：10 -

修了式

合同会社ウメハナチャイルドケア

コミュニケーションズ、

保育コミュニケーション協会代表

松原　美里  氏

13：00 - 14：10

課題演習

ＮＰＯ法人子育てひろば全国連絡協議会理事長

奥山　千鶴子  氏

討議

討議

9：00 - 12：00

児童虐待の未然防止等のための
早期対応

児童虐待の現状や児童虐待が起きる背

景、児童虐待防止対策、関係機関等と

の連携、市町村の役割等について学び

ます。

子どもが地域と関わりながら健やかに

育ち、自立性や社会性を培える環境づ

くりのための方策を学ぶとともに、子

育て中の親が地域において悩み相談や

情報交換等を行うための場所づくり等

について学びます。

多様化する子育てニーズを踏まえ、コ

ミュニケーション等による保護者への

支援の在り方、それに関わる自治体職

員の心構え等について学びます。

各演習班が、グループ討議の結果につ

いて、全員の前で発表用レジュメを用

いて発表し、質疑応答や意見交換を行

うとともに、講師による講評等を受け

ます。          

13：00 - 15：35

子育てと地域コミュニティ

15：50 - 17：45

課題演習

日本児童相談業務評価機関代表理事・

元西南学院大学教授

安部　計彦  氏

ＮＰＯ法人子育てひろば全国連絡協議会理事長

奥山　千鶴子  氏

6
月

19
日
／
水

6
月

20
日
／
木

6
月

21
日
／
金

日本福祉大学子ども発達学部子ども発達学科教授

渡辺　顕一郎  氏

講義

講義

講義

講義
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